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１ 目的 
 本研究は、人々が他者に順番を譲るという利他的行動に関して ICT による情報共有が果たす効果を

分析している。具体的には、行列における順番交代を題材に、相手の状況（困っている(便益大)、あるい

は過去に利他的行動を多く行ってきた人であること）が ICT を通じて明らかになった場合、利他的行動

が変化するかを分析している。これらはスマホ普及によって実現したシナリオである。具体的な仮説と

しては、①「相手の便益を認識している時ほど、『純粋な利他性』が大きくなる」と、②「相手が利

他的な行動をとる人である時ほど『純粋な利他性』が大きくなる（間接互恵性）」を設定した。 

２ 方法 
 これらの仮説を検証するため、コンジョイント型設問を含む表明選好法を用いたアンケート調査

を実施し、待ち行列の順番交代に対する支払い意思額（WTP）を推計した。当該調査では、回答者

が待ち行列に並んでいる場面において、金銭のやり取りによって列の順番を交代できるようなアプ

リケーションがあることを想定し、回答者は、交代を希望する人の順番と金額を確認したうえで、

列の順番交代の可否を回答した。 
さらに、交代を希望する人が困難な状況であることや、過去に多くの人に順番を譲った経験を持

つ人物であるといった相手の状況・属性がアプリケーションを通じて示された際に、WTP がどの

ように変化するのかをあわせて推計した。 

３ 結果 
 推計の結果、個人が時間に対して線形の不効用が発生していると仮定した場合でも、自身よりも

10 分程度遅い順番の人であれば無償で譲ってあげてもよいと考える傾向が示された。また、相手の

状況・属性が分かる場合には、受取額が小さくても順番を譲ってもよいと考えてることも示された。 

４ 結論 
 以上より、今回設定した 2 つの仮説は、回答者が想定した待ち行列の目的によっては「純粋な利

他性」や「間接互恵性」の効果が弱いケースもあったものの、概ね支持された。譲り合いの文脈に

おいて利他的行動を誘発するには、相手の状況・属性を知覚できることが重要な誘因のひとつとな

り得る。本研究の分析結果は、「スマホの普及によって他者の状況が分かることで、自身の行動が他者

に与える効果を正確に把握出来たり、他者がどのような人物であるかを正確に把握できることによって、

利他的行動が促進されること」を示唆している。 

※：本研究は国際交通安全学会 (2408B)と科学研究費補助金(25K05361)の研究成果の一部である。 
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